































営情報研究（多摩大学研究紀要）』（19 号）72 ～ 73 頁を参照。











　ワ州基本法は、中国法を元に作成したとされている3。ワ州では、1989 年 4 月 17 日のワ州
人民政府成立以降、様々な法規、法令を発布し、1993 年 5 月 20 日にワ州「基本法」が頒布さ
れた（ワ州基本法第一章「総則」第 6段落）4。しかし、このときのワ州「基本法」には、「民法」
は制定されておらず、2003 年 12 月 24 日のワ州基本法改正の際に、ワ州民法が制定されたと
される（ワ州基本法第一章「総則」第 12 段落）5。そのため、2003 年時点での中国の民事法規
などがワ州民法の参考にされたと考えられる。
　ところで、中国においては 2015 年現在に至るまで「民法」が存在しない。中国では民法と
いう単一の法典を用意せず、「民法通則（1986 年 4 月 12 日公布。翌年 1 月 1 日施行）」、「物権
法（2007 年 3 月 16 日公布。同年 10 月 1 日施行）」、「契約法［合同法］（1999 年 3 月 15 日公布。
同年 10 月 1 日施行）」、「担保法」（1995 年 6 月 30 日公布。同年 10 月 1 日施行）、「不法行為責










年に制定した「相続法［継承法］（1985 年 4 月 10 日公布。同年 10 月 1 日施行）」の内容を参
2… 拙稿・前掲註 1）83 頁。
3… 陳英＝王双棟『“金三角”之星』緬甸 邦民族教育出版社、2003 年、124 頁。
4… 拙稿・前掲註 1）77 頁、84 頁。
5… 拙稿・前掲註 1）85 頁。
6… 民法通則の日本語訳は射手矢好雄（編集代表）『中国経済六法（2014 年版）』日本国際貿易促進協会、2014 年、
203 ～ 217 頁などを参照。
7… 福島正夫「社会主義の家族法原理と諸政策」福島正夫（編）『家族…政策と法 5…社会主義国・新興国』東京大学出版会、
1976 年、31 頁。もっとも、中国では民法通則に家族関連法規を規定して以来、家族法を民法の一部と捉える説が
支持されているとも指摘されている。木間正道＝鈴木賢 [ ほか ]『現代中国法入門』（第 6版）有斐閣、2012 年、212 頁。












基本原則 第 1条～第 5条 第 1条～第 8条
民事能力 第 6条～第 10 条 第 9条～第 14 条
住所 第 11 条 第 15 条
監護 第 12 条～第 17 条 第 16 条～第 19 条
失踪宣告および
死亡宣告
第 18 条～第 23 条 第 20 条～第 25 条
個人経営および
農村集団経済組織
第 24 条～第 27 条 第 26 条～第 29 条
個人組合 第 28 条～第 29 条 第 30 条～第 35 条
法人の一般規定 第 30 条～第 32 条、第 40 条 第 36 条～第 40 条
企業法人 第 31 条～第 39 条 第 41 条～第 53 条
民事法律行為 第 40 条～第 46 条 第 54 条～第 62 条
代理 第 47 条～第 50 条 第 63 条～第 70 条




第 84 条～第 91 条
不当利得 第 73 条 第 92 条
事務管理 第 74 条 第 93 条
知的財産権 第 75 条～第 77 条 第 94 条～第 97 条
人身権 第 78 条～第 81 条 第 98 条～第 105 条
民事責任
第 82 条～第 86 条、第 89 条、
第 107 条
第 106 条～第 116 条、第 128 条～
第 132 条、第 134 条
不法行為 第 91 条～第 102 条、第 106 条 第 117 条～第 127 条、第 133 条
相続 第 103 条～第 105 条 ※継承法第 5条～第 16 条
民事訴訟 第 108 条～第 110 条 第 135 条～第 141 条
渉外民事関係 第 142 条～第 150 条
附則 第 151 条～第 156 条
　（表 1）からも明らかなように、相続の規定以外はワ州民法は、民法通則とほぼ対応関係に
ある。しかし、ワ州民法には民法通則には規定されている「渉外民事関係」の規定が一切ない。


























　ワ州民法第 31 条と民法通則第 37 条は内容に関して言えば全く同じだが、箇条書きなどの表
現技法によりその読み易さは大きく異なる。さらに、ワ州民法が箇条書きを全く行っていない
わけではなく、ワ州民法第 44 条、第 45 条などでは箇条書きを行っている。
　第二の条文数を少なくする点は、民法通則では複数の条文になっている規定をワ州民法では
一つに纏めているということである。具体例としてワ州民法第 79 条と民法通則第 100 条～第
103 条を挙げる。
8… 高野秀行『アヘン王国潜入記』集英社、2007 年、16 頁（集英社文庫）。
9… 例えば、ワ州がミャンマー政府と停戦合意を結ぶ際に、ワ州側は条件の一つとして中国側との国境を開放すると
いう要望を出した（高野秀行・前掲註 8）18 頁）。また、ワ州で栽培されたアヘンは中国雲南省に大量に持ち込まれ、
現金化されているとも言われている（楊紅屏＝張晴 [ ほか ]「緬甸 邦第二特区（ 邦）毒情研究」『雲南警察学院
学報』（2010 年…第 3 期）24 頁）。
10…もっとも、ワ州民法で「渉外」と「国家」を意識させる用語を使わなくても、ワ州基本法第一章「総則」で「国家分裂」
など「ワ州は国家である」と宣言しているかのような表現を見ることができる。拙稿・前掲註 3）81 ～ 82 頁。







民法通則第 100 条… 公民は肖像権を享有し、本人の同意を得ずに営利の目的のため公民の肖
像を使用してはならない。
民法通則第 101 条… 公民、法人は名誉権を享有し、公民の人格尊厳は法律の保護を受け、侮辱、
誹謗などの方法により公民、法人の名誉に損害を与えることを禁止する。




























































































第 4条→政策と法令を尊重 第 6 条→法律を遵守し、法律がない場合、政
策を遵守
第 7 条→ 16 歳で成人。14 歳で成人擬制の規
定あり










































第 53 条→政府財産は政府の所有に属する 第 73 条→国家財産は全民の所有に属する
第 55条→公民の個人財産の例示に車両がある 第 75条→公民の個人財産の例示に車両はない
第 57条→宗教信仰の自由、民族風俗および民
族習慣の自由、結社、集会、言論、通信の自由
該当条文なし（憲法第 35 条、第 36 条、第 40
条にはあり）









第 71 条→利息制限の規定 該当規定なし（関于人民法院審理借貸案件的
若干意見第 6条に類似規定あり）
第 77 条→鉱物の発見権 第 97条→単なる発見権（鉱物との限定はない）
























































18…ワ州民法に限らず、ワ州基本法「第一章　総則」も、中国憲法（1982 年 12 月 4 日公布・施行。2004 年 3 月 14 日
最終改正。以下同じ）をモデルとしていると思われるにも関わらず、「社会主義」という言葉を用いていない。拙稿・
前掲註 1）79 ～ 80 頁。
19…福島正夫『中国の法と政治―中国法の歴史・現状と理論』日本評論社、1966 年、26 ～ 27 頁。髙見澤磨「中華人
民共和國における法源」『法制史研究』（40 号）104 頁。季衛東『現代中国の法変動』日本評論社、2001 年、26 頁。
20…髙見澤磨＝西英昭「中国法」北村一郎（編）『アクセスガイド外国法』東京大学出版会、2004 年、297 頁。田中信
行（編）『最新中国ビジネス法の理論と実務』弘文堂、2011 年、9～ 10 頁。



















　中国では成人年齢は 18 歳であり、完全な民事上の行為能力を得る（民法通則第 11 条）。そ
してこれを「完全民事行為能力者［完全民事行為能力人］」と呼ぶ。これに対して、ワ州では
16 歳で成人となり、完全民事行為能力者となる（ワ州民法第 7 条）。また中国では 16 歳以上
で自己の労働による収入で生活を賄えている者は完全民事行為能力者とみなすとの規定があ
り、ワ州では 14 歳以上の者が同じ要件を満たすと完全民事行為能力者とみなされる。
　また、中国では 10 歳以上の未成年者、ワ州では 10 歳以上 14 歳未満の者を制限行為能力者
［限制行為能力人］とし、その事理弁識能力に応じた行為しか行うことはできず、その他の行
為は法定代理人の代理を通じるか法定代理人の同意を得なければならないとされる（民法通則
第 12 条第 1項。ワ州民法第 8条前段）。また、事理弁識能力のない精神病患者には行為能力は
認められず、民事行為無能力者［無民事行為能力人］となり、事理弁識能力が不完全な精神病
患者は、その者に相応する民事活動のみを行うことができる制限民事行為能力者［限制民事行
為能力人］となる（ワ州民法第 9条。民法通則第 13 条）。
　中国で完全な行為能力を得る（いわゆる「成人」となる）年齢は一般的には 18 歳である。
21…李偉群「中国における手形の有因・無因の議論」『名古屋大學法政論集』（179 号）128 頁。坂口一成「中国刑法に
おける罪刑法定主義の命運（2・完）―近代法の受容と拒絶―」『北大法学論集』（52 号 4 巻）1230 頁。山下昇『中
国労働契約法の形成』信山社、2003 年、10 頁。
22… 髙見澤磨＝西英昭・前掲註 20）296 頁。また、田中信行（編）・前掲註 20）7 頁は 2011 年に出された珠海デルタ
地区の開発に関する条例で、「法律が劣後するルール」とした点が批判されたという具体例を挙げている。
23…髙見澤磨『現代中国の紛争と法』東京大学出版会、1998 年、12 頁の註 23）。もっとも、このような「非公開の法
をはたして法と呼べるのか。それは法の形式矛盾でないのか」といった批判もある。小口彦太・前掲註 13）87 頁。






























（ワ州民法第 43 条前段。民法通則第 56 条前段）。ところで、効力発生した民事行為の内容を変
24…一応はミャンマーの政府とは停戦合意が締結されていた。しかし、2008 年のミャンマーの憲法改正および 2009 年
8 月にワ州と同様の体制を作っていたコーカン州がミャンマー政府に制圧されたことから、2009 年以降は再び緊
張状態となっている。拙稿・前掲註 1）76 頁。





『教育研究（華東師範大学）』（2005 年 7 期）5頁。































28…民法通則第 57 条もそのように規定している。これは日本においても同じである。川井健『民法概論 1（民法総則）』
（第 4版）有斐閣、2008 年、126 頁。




言える。内田貴『民法Ⅰ…総則・物権総論』（第 4版）東京大学出版会、2008 年、182 ～ 183 頁。
31…王利明（主編）『民法』（第 5版）中国人民大学、2010 年、136 頁。田中信行（編）・前掲註 20）60 頁。







































32 このような点は、ワ州基本法「第一章　総則」にも見られる。拙稿・前掲註 1）79 頁。







































35…この表現は、寺田浩明＝王晨 [ ほか ]『中国における非ルール型法のゆくえ―中国法の変容と不変：非ルール的法
との対話―』北海道大学大学院法学研究科附属高等法政教育研究センター、2014 年、92 頁（電子ブック
… 〈http://www.juris.hokudai.ac.jp/ad/wp-content/uploads/sites/5/2014/01/booklet33.pdf〉）より示唆を受けた。






































律文化社、2002 年、34 ～ 48 頁が詳しい。
37…拙稿・前掲註 1）83 頁。
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